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平成２９年度第２回自殺総合対策東京会議 

平成３０年２月２３日 

 

 

【中山課長】  それでは、ただいまより平成２９年度第２回自殺総合対策東京会議を開

会させていただきます。 

 本日お集まりいただきました委員の皆様方には、御多忙中にもかかわらず御出席いただ

きまして、まことにありがとうございます。 

 私は、東京都福祉保健局保健政策部事業調整担当課長の中山でございます。 

 議事に入りますまで進行を務めさせていただきますので、どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 初めに、お手元の資料の確認をさせていただきたいと思います。まず、本日の資料でご

ざいますが、座席表がＡ４で１枚ございます。また、次第がございまして、資料１から３

という形で、クリップでとめさせていただいております。資料４ということで、最後に「学

校における児童・生徒の自殺対策の取組」がつけ加わっているかと思います。また、後ろ

には各委員の方々からの提供資料と、チラシを綴ってございます。 

 また、机上に緑色のフラットファイルを置かせていただいております。こちらには、「東

京における自殺総合対策の基本的な取組方針」や、平成２８年４月に施行されました「改

正自殺対策基本法」ですとか、２９年７月に閣議決定されました「自殺総合対策大綱」、そ

れから、本会議の「設置要綱」、「部会設置要領」等をファイルに綴っております。 

 また、昨年１１月末に厚生労働省から示されました「都道府県版」「区市町村版」の計画

策定の手引を綴じてございます。不足等ございましたら事務局が参りますので、挙手をお

願いいたします。よろしいでしょうか。また、途中で足りないことがございましたら、一

言言っていただければ係の者が参りますので、よろしくお願いいたします。 

 なお、本会議は、今、申し上げました、緑色のファイルの資料で、配布資料のインデッ

クスで４となってございます「自殺総合対策東京会議設置要綱」第９条によりまして公開

となっておりますため、議事内容は会議録として後日公開いたします。 

 また、本日、カメラ撮影が入ってございますが、議事に入るまでとさせていただきます

ので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、今年度、東京会議第２回でございますけれども、今回から御出席いただいた
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委員の方を御紹介させていただきます。 

 公益社団法人東京都医師会副会長、平川博之委員でございます。 

【平川（博）委員】  平川でございます。よろしくお願いします。 

【中山課長】  次に、東京都中学校長会生徒指導部長、片倉元次委員でございます。 

【片倉委員】  片倉です。よろしくお願いいたします。 

【中山課長】  特定非営利活動法人ＯＶＡ代表理事、伊藤次郎委員でございます。 

【伊藤委員】  伊藤です。よろしくお願いします。 

【中山課長】  町田市保健所長、広松恭子委員でございます。 

【広松委員】  広松でございます。よろしくお願いいたします。 

【中山課長】  瑞穂町福祉部長、村野香月委員でございます。 

【村野委員】  村野でございます。よろしくお願いいたします。 

【中山課長】  次に、代理出席いただいている方を御紹介させていただきます。 

 東日本旅客鉄道株式会社常務取締役の新井健一郎委員の代理といたしまして、サービス

品質改革部次長の熊谷英治様に御出席いただいております。 

【新井委員代理（熊谷次長）】  熊谷です。よろしくお願いします。 

【中山課長】  また、江戸川区健康部長の森淳子委員の代理といたしまして、杉並区杉

並保健所長の向山晴子様に御出席いただいております。 

【森委員代理（向山所長）】  よろしくお願いします。 

【中山課長】  なお、平川淳一委員、湊元良明委員、清水康之委員におきましては、御

欠席ということで御連絡をいただいております。 

 また、幹事につきましては、緑色のファイル、机上配布資料４の２枚目の裏になります

けれども、「自殺総合対策東京会議幹事名簿」をもちまして、御紹介に代えさせていただき

ます。 

 それでは、議事に入りたいと思いますが、会議の中で御発言がある場合には、お手数で

すが挙手していただき、机上に備えつけてありますマイクのボタンを押してオンにしてか

らお話しください。また、発言終了後は再度ボタンを押して、マイクをオフにしていただ

くようお願いいたします。 

 なお、カメラ撮影はここまでとなりますので、退席をお願いしたいと思います。 

 それでは、ここからは大野座長に進行をお願いしたいと思います。 

 座長、よろしくお願いいたします。 
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【大野座長】  おはようございます。大野でございます。 

 これから議事に入りたいと思います。本日の会議が実りあるものになりますように、皆

様から忌憚のない御意見や御提案を頂戴したいと思います。また、多くの委員の皆様から

できる限り御発言いただきたいと思いますので、議事の進行に御協力をお願いいたします。 

 まず初めに議事（１）になります。「平成２９年度 東京都の主な自殺対策の取組につい

て」、事務局から説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【中山課長】  それでは、資料１でございます。御説明させていただきます。 

 まず、１枚目でございますが、「平成２９年度 都における主な自殺関連施策について

（一覧）」ということで、東京都で行っております自殺関連施策をまとめたものになります。

この一覧、まとめ方といたしましては、事前予防、二次予防、三次予防という形で整理さ

せていただいています。また、右に括弧で都庁内のさまざまな各局が連携して事業を進め

ておりますので、所管局を記載させていただいております。はお時間の都合もありますの

で、何点か御紹介させていただきます。 

 ２９年度の新規事業として、まず、一番左の「基盤整備」の３つ目に下線が引いてあり、

「東京都地域自殺対策推進センターの運営」とございます。こちらの東京都地域自殺対策

推進センターとは、厚生労働省から都道府県に設置するよう推奨されているものでござい

ます。東京都といたしましては、平成２９年４月に東京都地域自殺対策推進センターを設

置しており、私たちが役割を担っているところでございます。このセンターでは、国の自

殺総合対策推進センターや厚生労働省との連携、また、区市町村への支援を強化していく

ことを考えているところでございます。 

 次に、二次予防に移らせていただきます。二次予防の人材養成のところの真ん中あたり

でしょうか。下線を引かせていただいております。「自殺予防教育プログラム教材の作成」

ということで、こちらは「教育庁」となってございますが、来年度の取組を含めまして御

報告いただくことになってございますので、後ほど教育庁から御説明させていただきます。 

 また、新しいところでもう一点ございます。その下の「相談・支援の充実」ということ

で、下線が引いてございます。「自立相談支援機関相談窓口の体制強化支援事業」と銘打っ

てございますが、こちらは自殺対策と生活困窮制度の連携でございます。所管は福祉保健

局の生活福祉部となってございますが、こちらの生活福祉部では、生活困窮制度を所管し

てございまして、生活困窮制度の相談窓口の方々へスキルアップのための研修を行ってご

ざいます。その研修に私ども自殺対策の所管も講師として参加させていただき、相談員の
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方に自殺対策についても理解を深めていただくという取組を今年度から始めたところでご

ざいます。来年度以降も引き続き連携を強化していくために取り組んでいきたいと考えて

ございます。 

 全体の新規は、以上になります。 

 次に、２枚目でございます。「平成２９年度 自殺総合対策事業実施状況」とまとめさせ

ていただいております。こちらは私どもで取り組んでいるものを簡単にまとめさせていた

だきました。 

 まず、一次予防といたしましては、毎年、東京都では、９月、３月を自殺対策強化月間

といたしまして、「自殺防止！東京キャンペーン」を実施してございます。この「自殺防止！

東京キャンペーン」では、２４時間の特別相談を実施したり、普及啓発のための街頭キャ

ンペーンを行ったり、広報媒体を活用したさまざまな普及啓発を行っております。 

 また、９月と３月に１回ずつ「こころといのちの講演会」と銘打ちまして、毎年、講演

会を実施しているところでございます。９月３０日は、本会議の委員である鈴木委員に御

協力いただきまして、東京福祉大学と協力し、大学生の参加によるパネルディスカッショ

ンを実施させていただきました。約１００名の方に御来場いただきまして、大学生の生の

声に一般参加者からかなり質問があったという印象がございます。 

 この３月は、特別電話相談と、街頭キャンペーンを大田区、小平市と連携して実施する

予定でございます。 

 また、講演会については、３月１４日の水曜日に実施する予定でございます。後ほど、

チラシ等でＰＲをさせていただきたいと思います。 

 次に二次予防でございますけれども、二次予防の中では「ゲートキーパー養成事業」と

いうことで、東京都では出前研修というものを実施してございます。今年度は初めて、先

ほど申し上げました生活困窮者の相談窓口を対象に実施しましたが、もう一点加わったも

のがございます。「東京都社会福祉士会自殺予防ソーシャルワーク研修」ということで、東

京都社会福祉士会で開催しておりますソーシャルワークの研修に私どもが講師として参加

させていただき、社会福祉士の方々にも東京都の自殺の現状等について、理解を深めてい

ただいたところでございます。 

 また、「こころといのちの相談・支援 東京ネットワーク」のリーフレットの配布ですと

か、東京都では自殺専門の電話相談窓口でございます「自殺相談ダイヤル」を設置してご

ざいます。自殺相談ダイヤルの昨年度（２８年度）の実績が約２万件、１万９,７００件と



 -5- 

なってございます。こちらのダイヤルは例年おおよそ２万件ぐらいの御相談をいただいて

いるところでございます。 

 次に、事後対応の三次予防といたしまして、主に自殺未遂者ですとか、自死遺族の関係

の取組をさせていただいております。今年度では、自殺未遂者支援研修を区部と多摩部で

１回ずつ開催いたしまして、医療機関の関係者に加え、各地域の支援機関、区市町村等に

も研修に参加していただき、各機関の連携を深めていただいたところでございます。受講

者は約８４名でございました。 

 ざっとですが、私どもの取組も含めて御説明させていただきました。私からは、以上で

ございます。 

【大野座長】  ありがとうございました。「平成２９年度 都における主な自殺関連施

策」と「自殺総合対策事業の実施状況」について、説明していただきました。 

 それでは、今の御説明について、御意見・御質問等ございましたら、お願いいたします。

新たに立ち上がったものとか、これまで実施されたもの、御説明いただきましたけれども、

よろしいでしょうか。ありがとうございます。 

 引き続きまして、議事の（２）「自殺対策の取組に係る委員からの報告」について、今回

は４名の委員から報告事項をいただいております。 

 それでは、まず初めに大塚委員、御説明をお願いいたします。 

【大塚委員】  ありがとうございます。それでは、大塚から提出させていただいたもの

を説明させていただきます。皆様のお手元の資料の後半に水色の付箋が貼られているとこ

ろがあるかと思いますが、そこに資料を入れさせていただいております。ほかでも同様の

取組はなされているかと思いますが、若者に対するＳＯＳの出し方とか、ゲートキーパー

養成と関連すると思いましたので、紹介をさせていただきたいと思っております。 

 私は現在、帝京平成大学で精神保健福祉士の養成に携わっております。昨年度は、先ほ

ど御紹介がありました「こころといのちの講演会」に大正大学の学生さんなどと一緒に講

演を拝聴すると同時に、学生によるワークショップに参加させていただきました。ただ、

ワークショップに本学の学生全員が参加できたわけではなくて、傍聴組に回ったものもお

り、何となくそこに温度差がありまして、ぜひ主体的に全員でもう少し取組ができたらと

いうこともあり、今年は豊島区と一緒にゲートキーパー養成講座を企画させていただいて

臨んだところです。４年生は前期に既に足立区でのライフリンクの活動に所属する精神保

健福祉士の方にいらしていただいて事前の学習をしておりましたが、今回はせっかくの機
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会ということで、３年生と４年生、総勢４３名で臨みました。町田市からも確か見学に来

ていただいたかと思っております。豊島区の担当所管の方から１時間ほど講義により今の

東京や豊島区の自殺の状況等をお話しいただきました。学生たちは授業でも学んでおりま

すが、小中学生の密かな突然の自殺ということや、若者の自殺が多いということに驚いた

りしておりました。その後、学生によるグループワークをやりました。お手元限りの資料

ということで配布をさせていただいておりますが、かなり熱心に積極的に話が盛り上がっ

たという感じであります。印象としましては、学生たちだけがダイレクトに「自殺」とい

うテーマで話し合うということは普段あまりなく、授業の中で学ぶことはあっても、自分

たちでこのテーマを真ん中に置いて話し合うということはないため、こういう機会はとて

も貴重だと感じた次第です。 

 アフターレポートは全員に出させたのですが、そのレポートの中から一部抜粋したもの、

拾ってみたものを吹き出しの中に色がついておりますが、並べたものが３ページ目、４ペ

ージ目に出ております。若者ならではの意見がたくさん出たなと思っております。教員と

しては正直驚いたのが、思いのほか、自殺の問題は自分たちの問題だということが素直に

語られたなという気がします。それから、自殺を防ぐためにはどうしたらいいかというと

ころで、若者がよく通うようなゲームセンターとかカラオケボックスなどにもいろいろ普

及啓発のツールを置いてもらったらどうだ、などという話も出ていたりしましたし、自分

が何を言えるかな、できるかなということも発言として出ていました。「死にたい」と思う

気持ちは自然なので、「死にたいと思うな」、ではなくて、「そういう気持ちがあったときに

どう助けられるか」ということが等身大の思いや言葉できちんと話された、とても貴重な

機会だったと思っております。 

 ３月にオープンキャンパスがありまして、そこに高校生がたくさん来ますので、私ども

の大学院でつくったパンフレットも、そこで豊島区と一緒に、また昨年度同様、配布をす

るという取組も予定しております。簡単ではありますが、御紹介させていただきました。 

【大野座長】  ありがとうございます。大学生との取組を御報告いただきました。 

 それでは、次に、小野稔委員、お願いいたします。 

【小野（稔）委員】  東京都薬剤師会の小野と申します。 

 東京都薬剤師会としては、お手元に配布されている資料が２枚あると思いますが、毎年、

我々の上部団体であります日本薬剤師会を通しまして、厚生労働省から発表されています

自殺予防週間における啓発活動のポスターについて、東京都の各地区の地区会長会にお出
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しさせていただいています。その名簿が裏面に書いてあるのですけれども、東京都下の４

５団体に４,８０５枚ほどお配りして、各薬剤師会の薬局にポスターを貼っていただいて、

国民への啓発と、薬剤師自身のゲートキーパーとしての自覚ということで、今回ここに書

いてありますように、大綱にこれまで同様に自殺対策のゲートキーパーとしての想定され

る職業の１つとして薬剤師というものが明記されておりまして、それに対する自覚と先ほ

ど言いましたように国民への啓発という形で毎年こういうポスターを掲げさせていただい

ております。 

 また、あわせて先ほど、都から報告がありましたように、自殺防止の東京キャンペーン

というのがありますけれども、これにも鑑みて、あわせて御一緒にこういう活動をさせて

いただいているという御報告です。 

 以上です。 

【大野座長】  ありがとうございます。薬剤師会の取組をお話しいただきました。 

 それでは、続きまして、新井委員の代理として御出席いただいております熊谷様、お願

いいたします。 

【新井委員代理（熊谷次長）】  ＪＲ東日本の熊谷と申します。よろしくお願いします。 

 お手元の資料、弊社から本日プレス資料の案でございますけれども、「ＪＲ東日本 生き

る支援の強化月間」ということで、政府が３月に自殺対策強化月間ということで実施して

おりまして、それにあわせて弊社といたしましても取組を実施いたします。簡単に御説明

いたしますと、１つが「生きる支援」のポスター掲示ということで、めくっていただいて

次の別紙にポスターを添付しておりますが、こちらのポスターを駅に掲示いたしまして自

殺に悩んでいる方に相談窓口に電話していただこうと考えております。 

 それから、戻っていただきまして２つ目の「生きる支援トレイン」の運行ということで、

列車にＡＤトレインという、いつも広告を載せる列車を運行しているのですが、そこに「生

きる支援の強化月間」のポスター等を貼りまして、また、ＮＨＫとタイアップいたしまし

て自殺予防について窓口を広く訴えるということをやっていきたいと思っております。 

 ３つ目の社員による「生きる支援の呼びかけ」ということで、これは３月１日に実施す

る予定でございますけれども、御覧の各駅でポケットティッシュを配付して、自殺の相談

窓口を広く周知するということを取り組んでまいりたいと思います。 

 裏面にまいりまして、「いのちのホットライン」開設ということで、これは３月１７、１

８日予定でございますけれども、弊社のビル内にいのちの電話のホットラインを臨時に開
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設いたしまして、こちらで電話をお受けするという取組を実施してまいります。 

 それから、政府の作成したポスターも駅に掲示を行います。また、駅での声かけ運動と

いうことで、メンタルケア協議会と共同で、弊社のＯＢも一緒になって駅で声かけを行い

ます。声かけを行う駅は、下のエリアとなっております。 

 この資料は案の段階のプレスでございますが、本日、弊社のホームページに正式版を掲

載します。日付、日程等、若干違うところもございますので、詳細は弊社のホームページ

を御参照いただければと存じます。 

 簡単でございますが、以上でございます。 

【大野座長】  ありがとうございます。ＪＲの取組をお話しいただきました。 

 それでは、最後になりますけれど、三橋委員、お願いいたします。 

【三橋委員】  東京司法書士会の三橋と申します。よろしくお願いいたします。 

 私から来月３月に開催を予定しております自殺対策の御案内をさせていただきたいと思

います。 

 まず１つ目が、シンポジウムの御案内です。３月３日、来週の土曜日になりますが、自

死問題シンポジウムを四谷にあります司法書士会館にて開催させていただきます。そのチ

ラシが１枚目となっております。「むきあう・ささえる・つながる つながりを持てずに孤

立する若者の現状」というテーマで、４部構成で行います。１部から３部までは講演いた

だき、第４部ではパネルディスカッションを実施する予定とさせていただいております。 

 ２つ目が相談会のチラシとなっております。当会では１０月から今月２月までは電話相

談させていただいておりましたが、来月３月は毎週月曜日と木曜日、同じく司法書士会館

内におきまして、「いのちを守る何でも相談会」を開催する予定となっております。 

 以上、２点、３月に開催する件につきまして、御報告させていただきました。 

【大野座長】  ありがとうございました。司法書士会からの御報告でございました。 

 それでは、ただいま御説明いただきました御報告につきまして、御質問、御意見等がご

ざいましたら、お願いいたします。特にございませんでしょうか。いろいろな団体が積極

的に活動いただいているということでございます。 

 引き続きまして、議事の（３）に移りたいと思います。「重点施策部会の報告」につきま

して、事務局から説明をお願いいたします。 

【中山課長】  資料２、「重点施策部会の報告について」というものでございます。 

 まず、重点施策部会の目的でございます。平成２９年７月２５日に閣議決定された自殺
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総合対策大綱において、「勤務問題による自殺対策の更なる推進」が盛り込まれました。都

としては、道府県と比較して企業が集積していることなどから、労働問題等に視点を置い

た議論を行うため、部会を設置したところでございます。 

 今年度においては、平成２９年１０月１２日に開催させていただきました。 

 主な議事といたしましては、まずは、東京の自殺の現状を御説明させていただきまして、

東京都の今後の取組等についても御説明させていただいたところでございます。また、各

委員の方から活発な、さまざまな御意見をいただいたところでございます。 

 １つ目としては、企業へアプローチする場合ですけれども、労働問題の取組というのは、

小さい自治体もある区市町村ではなかなか難しい場合もあると。東京都で広域的にやった

ほうがいいのではないかと。また、区市によって取り組む場合でも、事前に東京都のバッ

クアップ等があると対策が進みやすいのではないかという御意見をいただきました。 

 また、研修等を行う場合にも、研修名の検討ですとか、研修にはゲートキーパー養成の

内容も盛り込んだものにしたほうがいいという御意見もいただいております。 

 また、職場の経営者層に対しても、こういったアプローチをすることは重要なのではな

いかという御意見をいただいたところでございます。 

 ２点目といたしまして、ＳＯＳの出し方教育に関しましては、就職直後、不調になる若

者が多いということで、学生時代にＳＯＳを出せるということですとか、そういった方に

声を掛けられるような力を養うことは重要ではないかという御意見をいただいたところで

ございます。 

 こうした御意見、検討内容を踏まえまして、あとで御説明させていただきますが、東京

都自殺総合対策計画（仮称）や今後の取組に反映していきたいと考えてございます。 

 私からは、以上です。 

【大野座長】  ありがとうございました。 

 それでは、大塚委員からも御報告いただけますでしょうか。 

【大塚委員】  重点施策部会長を担当しております大塚です。 

 今、もう既におおむね御報告いただいたので、補足的なところだけ申し上げたいと思い

ます。１回限りでしたので皆さん熱心に御議論いただきましたが、各委員の主な意見等の

ところで何回か繰り返しお話が出てきたのが、労働問題の取組については、基礎自治体で

ある市区町村ではなかなか把握がしづらいということでした。居住地と勤務地が一緒とは

限らないということから、これはなかなか困難だということで都のバックアップがほしい
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とのことでした。 

 また、窓口に御自身で相談に来られない方々のところに大きな問題があるけれども、そ

ういう方々は救急病院などに行かれることもあるが、医療と自治体との連携というあたり

にも課題があるのではないかというお話がありました。 

 また、東京の特徴として、わりと事務職の方の自殺割合が高いということで、あわせて

中小の企業を対象にするところを意識しないといけないのではないかということで、経営

層や労務畑の方たちにしっかりと研修を行うことが必要であろう。ただ、その際に「自殺」

という言葉を使うよりは「メンタルヘルス」であるとか、「ゲートキーパー養成」であると

かということを盛り込んだほうがいいのではないか、というご意見もでました。 

 それから、若者のところで就職前の学生たちにいかにＳＯＳを出す力をつけるかという

ことが大事だけれども、もう一つは、就職相談の拠点であるハローワークさんで退職、転

職、失業の方々の相談に乗ることがあるので、そこでＳＯＳを受けとめる力といいますか、

そこもゲートキーパーとして大事ではなかろうかという話がありました。 

 また、区市町村にどんどん期待がかかるわけですが、区市町村の職員のスキルというの

は限界があるので、相談者の個々の背景までつかむことは非常に難しいので、そこの研修

が必要であろうということでした。 

 法テラスの方からは、借金とか離婚とか、さまざまな問題が複合的に絡み合っていて自

殺に至るケースが多いので、他機関の連携が非常に重要であるというお話が出ました。 

 それから、一点、提言というか提起がありましたのは、労働問題に取り組むのであれば、

労働組合の方々の御意見を聞かなくてどうするのだという御意見をいただきました。 

 以上です。 

【大野座長】  ありがとうございました。事務局から、そして大塚部会長からお話をい

ただきました。 

 それでは、御意見、御質問等ございましたら、お願いいたします。いかがでしょうか。 

 伊藤委員もこの部会の委員でいらっしゃったと思いますけれども、何か追加はございま

すか。 

【伊藤委員】  伊藤でございます。 

 私もインターネットを使って自殺対策をしているものですから、そういったインターネ

ットを使った自殺対策も重要だというコメントをさせていただきました。 

 以上です。 
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【大野座長】  ありがとうございました。またあとでも話が出てくるかと思いますけれ

ども、そういった新しいツールを使うことも大事かと思います。 

 あとはいかがでしょうか。医療との連携もございましたけれども、何か医療機関からご

ざいますか。私の印象だと、医療機関につなげばいいというのが以前よく言われましたけ

れども、それだけでは不十分で、医療機関を支援するような仕組みも同時に必要なのでは

ないかなと考えております。 

 あとは何かございますか。よろしいですか。 

 それでは、続きまして、議事の（４）に移りたいと思います。東京都自殺総合対策計画

（仮称）案について」、こちらは事前に資料をお送りいただいておりますけれども、改めて

事務局から御説明をお願いいたします。 

【中山課長】  それでは、御説明させていただきます。資料３になります。 

 まずは、東京都自殺総合対策計画（仮称）策定スケジュールを、これまでの経過等も含

めまして御説明させていただきます。 

 この自殺総合対策計画は、自殺対策基本法に基づいて都道府県、各区市町村に計画策定

が義務づけられたものでございます。それを受けまして東京都といたしましては、今年度

より策定に向けて検討に着手したところでございます。 

 まず、この東京会議の第１回を９月４日に開催させていただきました。そちらで部会の

設置と今後、計画策定に向けて着手させていただき、計画策定部会を９月、１１月、１２

月、１月の終わりと４回、かなりタイトなスケジュールで開催させていただきました。本

日、委員として御出席いただいております鈴木部会長にもかなり御苦労いただいたかと思

ってございます。この４回を受けまして、今回、第２回の東京会議にこの案を提示させて

いただいたところでございます。 

 また、今後の予定でございますけれども、本日、この計画案について御説明させていた

だき、いろいろ御意見をいただきまして、その後、３月中旬から４月中旬ぐらいを目途に、

約１カ月間、パブリックコメントを実施させていただく予定でございます。また、そのパ

ブリックコメントの御意見を受けまして、計画策定部会を年度をまたぎまして３０年の５

月ごろに開催させていただき、最終的には東京会議第３回を５月下旬ごろに開催させてい

ただきまして、６月には計画公表という運びにできればと思ってございます。 

 スケジュールは以上でございます。 

 では、次に計画の概要ということで、Ａ４の１枚、細かい字で恐縮ですけれども、それ
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に基づいて説明させていただきます。同時に、Ａ４の「東京都自殺総合対策計画（仮称）

案」も一緒に御覧いただければと思います。 

 まず、今回のこの自殺総合対策計画の構成でございますけれども、第１章といたしまし

ては、これまでの経緯ということで、自殺対策基本法、自殺総合対策大綱、東京都といた

しましては、この東京会議、また、これまで東京における自殺総合対策の取組方針という

ものを東京都では自殺対策の指針としてきましたので、それらをこれまでの経緯を第１章

でまとめさせていただいております。 

 第２章では、「計画の策定に当たって」ということで、計画策定の趣旨ですとか、考え方、

計画期間、数値目標を記載させていただいております。計画期間、数値目標といたしまし

ては、国の自殺総合対策大綱と同様に設定してございます。計画期間は平成３０年度から

３４年までの５年間で、計画における数値目標といたしましては、自殺死亡率を平成２７

年と比較して、３０％以上減少というのが大綱での目標になってございます。東京都も同

じように設定させていただいております。自殺死亡率では１７.４を１２.２以下、また、

自殺者数については２,２９０人を１,６００人以下という設定をさせていただいておりま

す。こちらは、本文では５ページに掲載させていただいております。 

 次に、第３章でございます。第３章では、東京都の自殺の現状という形で章立てさせて

いただきまして、統計データ等からの東京都の現状と、当課で実施いたしました意識調査

結果、都民の方に対するアンケートの結果を掲載させていただいております。 

 統計データのところで少しトピック的なところを御説明させていただきたいと思います。

まず、本文の７ページをお開きください。皆様も御存知かとは思いますけれども、７ペー

ジには全体的な状況ということで、これまでの自殺者数の推移を掲載させていただいてお

ります。自殺の死亡者数は平成２８年には全国では約２万１,０００人と、前年より減少し

ていますが、まだまだ年間２万人を超える高い水準でおります。東京都においても平成１

０年以降、２５年までの１５年間は、おおよそ２,５００人から２,９００人で推移してお

りますが、平成２３年をピークに減少傾向に転じ、平成２８年は２,０４５人となっており

ます。減少傾向、２,０４５人となってございますが、まだまだ年間２,０００人の方が自

殺でお亡くなりになっているという、非常に高い水準であるということは間違いないかと

思います。これがまずは自殺者数の状況でございます。 

 次の８ページに、参考に主要国の自殺死亡率を掲載させていただいております。先ほど

数値目標で自殺死亡率を御説明させていただきました。東京は今、１７.４でございました
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けれども、主要国では、例えば、一番低いところでイタリア、英国、カナダです。主要国

の自殺死亡率ということで並べさせていただいておりますけれども、日本はロシアに次い

で高い状況でございます。 

 今回、国の自殺総合対策大綱で数値目標として「３０％以上減少」という、３０％の根

拠でございますけれども、こちらは国でこの主要国に準じた形の目標値ということで３

０％以上という数値を設定したところでございます。東京都もそれにあわせて今回、数値

設定させていただいております。 

 その下に、自殺死亡率の年次推移ということで、全国と東京都を入れさせていただいて

おります。平成２７年、先ほど１７.４と申し上げましたが、平成２８年はまた下がりまし

て、１５.５。全国は１６.８ということで、引き続き、全国よりは若干低いという状況に

なってございます。 

 次に、１２ページ、１３ページをお開きください。ここ数日、新聞でも、若者の自殺が

減っていないという報道があったかと思います。また、若者の死因では自殺がトップとい

う報道もされていたかと思います。１３ページを御覧ください。こちらは平成２８年の年

齢階級別の死因を、１０代、２０代、３０代ということで、１０歳刻みの年代で表にした

ものでございます。報道と同様に、残念ながら東京都でも１０代、２０代、３０代の死因

は自殺がトップという状況になってございます。 

 また、よく東京では若年層の自殺者数の割合が全国に比べて高いという御説明をさせて

いただいております。そちらは、１２ページを御覧ください。 

 こちらが、自殺者の年齢構成を示したものでございます。上の図８でございますが、全

国が２５.５％に対して、東京は２８.３％という状況になってございます。この全国より

若干高いというのは、参考値で下に１０年前、平成１８年の同様のグラフも掲載させてい

ただいておりますが、１０年前も東京は全国よりも高い状況でございました。 

 次に、２２ページは区市町村別の平成２８年の居住地別の自殺死亡率でございます。自

殺死亡率も東京都下６２区市町村でもかなり差があるというグラフになってございます。

自殺死亡率は人口１０万人当たりの自殺者数でありますので、人口規模が小さいところは、

これをそのまま読み解くのは難しいのでございますが、２３区内であってもかなり差があ

ることがわかっていただけるかと思います。また、市レベルでも、高い低いがあるという

のが、このグラフでわかっていただけるかと思います。区市町村によって状況が異なると

いうのがわかっていただけるかと思います。 
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 次にアンケート結果に移らせていただきます。２４ページ、２５ページになります。こ

ちらは、インターネット福祉保健モニターアンケートということで、インターネットのモ

ニターに登録していただいている方々にアンケートを実施したものでございます。対象モ

ニター数は４５１名。有効回答率は約３００名弱でございます。いろいろアンケートを答

えていただいたところですが、２４ページの下で「自殺防止対策を推進したほうがよいと

思う機関はどこですか」という答えには、トップが「小中学校」、次が「高校等」、次が「医

療機関」「企業」「区市町村」という形で並んでいるところでございます。 

 また、こちらも今の結果と同様かなと思うのですけれども、２５ページの上のグラフで

ございます。自殺防止対策を推進したほうがよいと思う対象、年代について聞いたところ、

「小・中・高校生」が約６割、次いで「企業等で働く人」という結果をいただいたところ

でございます。 

 また、２５ページの下でございますが、自殺防止対策の取組として効果的だと思うもの

を聞いたところ、「自殺相談ダイヤルによる電話相談」が約６３％。次いで、「自殺のサイ

ンに気づき、適切な対応を取れる人（ゲートキーパー）の養成」が約５９％でした。また、

３つ目といたしましては、「ポスター・チラシ等自殺防止啓発」、次に「ＳＮＳを活用した

自殺防止啓発の取組」という形でアンケート結果をいただいたところでございます。 

 ここまでが東京の自殺の現状という第３章でございます。 

 第４章、２７ページは、これまでの取組ということで、事前予防、危機対応、事後対応

ということで、これまで取組方針に記載させていただいたものを「これまでの取組」とし

てまとめさせていただきました。 

 次に２９ページ以降で、「今後の方向性と主な施策」でございます。こちらでは、概要の

１枚のＡ４の横のものに戻っていただけますでしょうか。本文では２９ページから記載さ

せていただいております。今後の方向性と主な施策ということで、主に５点。若年層の自

殺対策を強化する。働く人の自殺を防ぐ。自殺未遂者の再企図を防ぐ。遺された人への支

援を充実する。また、地域の状況に応じた効果的な対策を推進していくこと等が方向性と

してございます。 

 そして、主な施策といたしましては、「基本施策」、「重点施策」、「生きる支援関連施策」

という形で３つにカテゴリーを分けてございます。 

 基本施策といたしましては、２９年度の取組のところでも御説明させていただきました

が、地域自殺対策推進センターによる支援ということで、区市町村等への支援強化という
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ことを記載させていただいております。今、東京都の自殺総合対策計画の御説明をさせて

いただいておりますが、各区市町村でも平成３０年度以降、自治体ごとの計画をつくるこ

とになってございます。おそらく都下の区市町村でも３０年度につくるところが多いので

はなかろうかと思っております。東京都としましては、こうした区市町村がこの計画をつ

くるに当たっての支援についても充実・強化していきたいと考えてございます。 

 次に、アンケートでもいただきました、（３）となっておりますが、「自殺対策を支える

人材の育成」ということで、ゲートキーパーですとか、今年度から実施してございます生

活困窮の相談窓口に対する相談など、相談職員に対する研修等への参加も拡大していきた

いと考えてございます。 

 次に、重点施策を少し御説明させていただきます。まず、２点目の「相談体制の充実」

ということで、ＳＮＳ等の手法による相談体制の構築でございます。先ほどアンケートで

も「ＳＮＳによる相談を活用した自殺防止啓発の取組等」ということで、アンケートでも

第４位にいただいたところでございますが、東京都といたしましても、ＳＮＳ等の手法に

よる相談体制の構築をしていくことを進めていく考えてございます。 

 また、若年層対策の推進ということで、後ほど教育庁から御説明していただきますが、

ＳＯＳの出し方教育。また、今年度は東京福祉大学の鈴木先生に御協力いただきましたが、

大学生と連携した講演会を引き続き開催していきたいと考えてございます。 

 ４点目といたしましては、職場における自殺対策の推進ということで、企業経営者層等

に対する理解促進ということで、重点施策部会でもさまざまな御意見をいただきました。

大変参考になる御意見をいただきましたので、この企業経営者層等に対する理解促進、講

演会等を考えてございますが、この講演会の実施に関しましても、重点施策部会等の御意

見をいただいたり、専門の方の御意見をいただきながら、少し内容等も精査しながら実施

できればと考えてございます。 

 次に３点目、生きる支援関連施策ということで何点か御説明させていただきます。 

 １つは、ホームの転落防止対策ということで、こちらは東京都ですので都営交通になり

ますけれども、そちらでホームドアの整備を進めていく予定となってございます。 

 その他、多重債務問題等との連携を進めていく予定でございます。 

 また、生きる支援といたしましては、自殺未遂等による救急患者への対応等、記載させ

ていただいてございます。 

 最後、７章といたしましては、５１ページから推進体制ということで記載させていただ
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いております。推進体制といたしましては、もちろん、この自殺総合対策東京会議がござ

います。また、関係機関、団体等の役割がございます。また、５２ページでは、区市町村

の役割ですとか、また、４として都の役割、つまり東京都地域自殺対策推進センターの役

割や都民の役割という形で整理させていただいております。 

 今回は、この計画（案）に添付しておりませんが、資料編といたしまして自殺対策基本

法や、自殺総合対策大綱、この東京会議の設置要綱等を最終的には添付させていただく予

定で考えてございます。 

 足早になりましたが、私からの説明は以上になります。 

【大野座長】  計画策定部会の鈴木部会長、何か追加はございませんでしょうか。 

【鈴木（康）委員】  今、詳しく事務局から説明がありました。補足というか、エピソ

ード的に幾つか。まず、これは４回です。かなり集中的に、短い時間ですけれども、委員

の皆様の御協力をいただく中で作成いたしました。メンバーは、医療福祉関係ですとか、

自殺対策にかかわっている民間ですとか、それから、行政。特に警察の方からの意見等を

含めまして、本当にさまざまな視点をいただいたと思います。 

 この後、お話が出るかと思うのですけれども、話題の１つがＳＯＳの出し方に関する教

育です。ＳＯＳを出させるのは必要であろうと。では、それをだれがどのように受けとめ

ていくのかという、受け皿がない状態の中でいくらＳＯＳを出すと言っても、それは無理

ではないかという、これは１つのテーマとして話し合ってきました。 

 それから、今まで、決して無視していたわけではありませんけれども、女性ですとかＬ

ＧＢＴですとか、そういうところにももっと丁寧な視点が必要ではないかということ。 

 重点施策でも報告がありましたけれども、企業の取組について。本当にさまざまな意見

が、なかなか集約するのも大変な中で展開をしていきましたので、どうぞよろしくお願い

いたします。ありがとうございました。 

【大野座長】  ありがとうございます。また何かございましたら、詳しくあとで議論し

たいと思います。 

 それでは、先ほど事務局からご提案がございました、今、部会長からもお話がございま

したけれども、「ＳＯＳの出し方に関する教育」につきまして、教育庁からお願いいたしま

す。 

【建部課長】  教育庁指導部指導企画課長の建部と申します。今日はよろしくお願いい

たします。 
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 配布資料の資料４からでございますが、こちらを中心に私から説明させていただければ

と存じます。 

 自殺対策白書で１５歳から１９歳の若年層ということが大きな問題になっておりますけ

れども、実は中学生、高校生につきましても、平成２７年度から文部科学省に自殺の件数

を報告することになっております。今日の新聞等でも出ておりましたけれども、東京都の

公立学校に通う中高生で、２７年度、２８年度と、自殺の数が増加したという現状がござ

います。実は、この子供たちの自殺の問題については、昭和６０年ぐらいからいじめの問

題と関連して、どうやっていじめを防ぐと同時に、自殺を防ぐかということで、長く教育

界では議論されてきた経緯がございます。 

 資料を御覧いただきますと、まず、資料４に「自殺対策の取組」とございますが、ここ

にある資料は、実はこれまで各学校がそれぞれの経験値をもとに、子供たちにどうかかわ

っていくのか。また、サインをどう見過ごさないで受けとめていくのかということを、そ

れぞれの学校の経験則、経験値の中でやってきたものを、我々東京都教育委員会、特に足

立区が先導的な役割をしておりましたけれども、情報収集させていただいて１つの体系に

まとめていく必要があるのではないかと。それは、学校によって、また学級によって対応

に差が出たときに、たまたまそのクラスにいたからサインを受けとめてくれた。でも、別

のクラスにいると、先生の経験が少なったことによって、そこを見過ごしてしまったとい

うことがあってはならないと。東京都という広域の中でこれをきちんと体系立てて、それ

ぞれの学校で同じ立場の中で子供たちと接することができないかというところでまとめて

きたのが、この自殺対策の取組でございます。 

 資料を開けていただいて、特に４ページと５ページを御覧いただければと存じます。大

きく重点ということで６点示させていただいております。これが先ほど申し上げましたよ

うに、各学校でこれまで経験則で行ってきたものを体系としてまとめると、この重点６に

集約されるのではないかということでさせていただいております。 

 例えば、私の事例を申し上げさせていただくと、私も中学校の教員でおりました。クラ

スを持っていて、帰りの学活のときに、普段、明るく元気に「さようなら」と言ってくれ

る子が、その日に限って元気がない。声かけをしても、いつも自分から「さようなら」と

言う子が、その日に限って返事がない。こういうことというのは、おそらく中学校、小学

校、高等学校、どの学校でも経験があるのですけれども、これをどう見るかというのは、

かなり教員の経験によって差が出てまいります。私はまだ当時若かったものですから、気
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にはなりながら声をかけていいのか、または、家に電話したほうがいいのか。場合によっ

ては家庭訪問したほうがいいのかという判断もつかずに、一人でその子のことが気になり

ながら夕方を迎えたわけですけれども、隣のベテランの先生に「こういうときどうすれば

いいですか」と話したら、そういうときは迷わずに家庭訪問してくださいと。 

 家庭訪問したときに、子供は「何で来たの？ 恥ずかしいからやめて」と言われたので

すけれども、それから、数日して手紙をいただいて、「気にかけてくれたことがうれしかっ

た」と、これはよく研修会でお話しする話です。そのときに、私は若い先生にお伝えして

いるのは、あのとき、ベテランの先生に相談しなかったら、おそらく家庭訪問は行けなか

った。「まあいいだろう」と過ごしてしまった。これはベテランの先生はこれまでの経験の

中で、そういうときには少しでも顔を見て、「心配しているというメッセージを出すことが、

子供にとってみても受け入れてくれたという気持ちになる。これはもう経験則です。こう

いった経験はそれぞれの先生が、それぞれの現場でお持ちなのですが、そこをできるだけ

情報を共有して、１つの体系化にまとめてこの重点６までまとめた部分です。 

 表現としては、重点６をお読みいただければわかりますように、体系にまとめています

から、かたい表現になってはおりますけれども、具体的にはそういったことでございます。

たとえば、御覧いただくとわかるように、重点の３、「不安や悩みに寄り添う」と。では、

どう寄り添うのかと。先生は心配しているというメッセージを出すことも寄り添うことで

しょうし、きちんと面談をすることも寄り添うことでしょうし、家まで行くことも寄り添

うことでしょうし、これはそれぞれの学校の中で関わり方は違う。ただ、寄り添うという

言葉だけの裏には、いろいろな経験値があるはずです。こういったことも、この資料を配

布すると同時に、いろいろな研修会を通じて伝えていかなければならないだろうと思って

おります。 

 先ほどの例で申し上げますと、家庭訪問したと。家庭訪問したときに保護者の方も出て

きて、「何かありましたか」と。「ちょっと気になったものですから」と。「で、家ではどう

ですか」というやり取りを保護者の方とします。つまり、保護者の方が「何で来たの？」

とつっぱねられても、そこで終わってしまうのですが、心配をして先生が来てくれたとい

うことに対して、保護者の方も受け入れてくれながら、子供はそのとき、恥ずかしいとい

う思いがあっても、気にしてくれたということが後々つながっていく。保護者との連携で

あるとか、地域との連携であるとか、こういったこともここでは重点という形でまとめさ

せていただいておりますが、多くの場合、各学校ではこういったことを繰り返しながら、
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子供たちを見守っていると。つまり、学校だけで見守っていけるものじゃないということ

を、ここの重点の４や５でも入れさせていただいております。 

 そして、最後の重点６では、先ほど私先輩の先生に相談したと。１人で若い教員が抱え

込んでいては、先ほど御指摘いただきましたように、サインを受けとめる側が、そこでは

ばらばらであってはいけない。学校という１つの組織の中でお互いの経験を共有しながら、

今回の体系を踏まえて、子供たちの声を受けとめて、それを次のどういった行動につなげ

ていくのかということも共有していかなければならないだろうということでの、学校のチ

ームとしての関わりということが、この重点の６でございます。 

 この重点６を先生方に伝えていくときに、伝え方を工夫していかなければ、これがほん

とうに形として箇条書きにしておりますので、「ああ、そうだな」と。それだけで終わって

いくものではなくて、より具体的な例も踏まえながら、私どもは学校に伝えていきたいと

考えております。 

 この取組は御覧いただくと、今日お集まりの皆様方は専門の皆様でありますから、すべ

て当然のことではあります。ただ、先生方の経験の差、また、学校の地域性、いろいろな

ことを踏まえて、これを東京都の１つのスタンダードにしながら、もちろん、この取組以

外の新たな課題もこれから出てくるでしょうし、そのたびに我々としては、この見直しも

含めて考えていかなければならないだろうと思っております。 

 次、資料で「ＳＯＳの出し方に関する教育を推進するための指導資料」をつけさせてい

ただいております。これは、ＤＶＤの教材を用意して、これは初等編、中等編、高等編と

いうことで、子供たちに見ていただくのですが、この出し方の推進をしたのは、指導資料

の５ページになります。ここに１つ、ＤＶＤの中等編の事例を示させていただいておりま

すが、どうしてもＤＶＤを見せっぱなしになってしまったのでは、子供たちがただ「見た

よ」というだけではいけない。考える機会、今、主体的に深く協働的に学ぶということが

学校の教育の中心になっておりますけれども、御覧いただきますとわかりますように、上

から３番目のところです。前半と後半に分けて、前半で１回、ＤＶＤをとめられるような

仕組みにしております。そこで、ここにありますように、自分の問題として考えさせる。

または、友達がこういう場合はどうだろうかという時間を取って、そこでグループなりに

なってワークシートを使って、こういうとき自分はどうするのだろうということをお互い

共有していく。実はこの話し合いが重要だと思っております。ＤＶＤをつくるとどうして

も一方的に見ただけで終わりということになりますけれども、こういった話し合いの時間
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を入れて、これもいろいろな専門家のお立場の方から御意見をいただきながら、当事者意

識をどう持たせていくのか。先生方もこの話し合いのところで子供たちがどんな発言をし

ているのかを聞いていただく中で、学級の実態を把握していく。その後、もう一回、後半

に移って、最後は自殺防止のキャンペーンソングでもあります「ワカバのあかり」という

音楽を今回、最後に入れさせていただいたのも、意外と多くの子供たちが好きな音楽とか、

そういったところで勇気づけられたということがあります。一方的な言葉だけではなくて、

音楽のこもるメッセージということで、これは足立区の取組でも、ここの部分で子供たち

が反応すると。それまでうつむいた子が、音楽が流れると前を向くという報告も聞いてお

りまして、今回、最後にメッセージソングを入れて、結論づけるというよりも、このメッ

セージを今日の授業と最後のメッセージソングを聞きながら、自分の問題として、また、

友達が苦しんでいるときどうするのかということを考えていく。一人一人が主体的に考え

ていくきっかけにできればという資料、ＤＶＤにさせていただいております。 

 そして、１枚おめくりいただいて、最後にこれは、昨日の教育委員会の議案で出させて

いただきました。同時に、教育委員会のメッセージとして子供たちに「自分を大切に、友

達を大切に」というメッセージをあわせて学校に配布したいと考えております。この活用

の仕方は、学校の校長先生の御判断によるところが大きいのですが、できれば校長講話で

あるとか、学年集会であるとか、いろいろな機会にまずは先生方からメッセージを出して

いただきたい。ただこれをペーパーとして配って子供たちに読んでおくようにという指導

ではなくて、できれば保護者会といった場でも共有していただきながら、このメッセージ

は読んでいただくと、相当文章は我々練りまして、とにかく悩みを一人で抱え込んでいか

ないんだと。きっと自分と同じような悩みを抱えている人はいるし、自分がまさにそのＳ

ＯＳを出すということは勇気がいることではあるのですけれども、あなた一人ではないと

いうメッセージを何とか込められないかなということで作成をさせていただきました。市

の教育委員会では、このメッセージの最後に、できれば教育相談センター等の電話番号を

入れたほうがいいのではないかということで、最新版には最後に東京都の教育相談センタ

ーの電話連絡先を入れたものを、今後ホームページに掲載する予定でもありますし、また、

学校にこれから配布をさせていただきたいと思っております。 

 全体像を簡単に申し上げましたけれども、私は教員の研修のときに、よく悩む子供たち

に向き合うときにどうするかということで、最後によく使う言葉がございます。チャール

ズ・チャップリンの言葉なのですが、「人生というのはクローズアップで見れば悲劇である
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が、ロングショットで見れば喜劇である」と。今、子供たちは目の前にある出来事が自分

だけの問題で、どうしようもない出来事で、だれにも相談できずに自分の人生はこういう

ものだとクローズアップの中ではそう捉えてしまうけれども、必ず将来を振り返ったとき

に「あれはいい経験だった」と。喜劇にできるかどうかは別ですけれども、そういった教

育をぜひ先生たちにしていただきたい。今の視点を少しでも広げることが教育の大きな役

割だし、俯瞰的に見たときに、自分の体験したものが貴重な体験、もしかしたらそのとき

はつらい思いでも、体験になるのではないかという関わり方が、先生方がどうメッセージ

を出すかが大事ですよということで、研修会の最後にいつもこのメッセージを伝えさせて

いただいております。 

 今回のこの取組の中でも、同じように悩んでいる同世代の子たちが何％いるのだという

数字も入れさせていただきながら、あなただけじゃないというメッセージを込めて、それ

をＳＯＳにどうつなげていくか。そして、先ほど御指摘いただいたように、受けとめる側

の学校の先生が、それを一人一人の差がないように、チームとして受けとめ、保護者や関

係機関、地域と一体となって子供たちを守っていくという方向に近づけていければと。ま

だまだ始まったばかりでございます。課題も多々あろうかと思いますけれども、ぜひまた

いろいろな御指摘もいただきながら、学校とこれを共有していければと思っております。

ありがとうございました。 

【大野座長】  ありがとうございます。非常に積極的な取組をしていただいていると思

います。今、東京都自殺総合対策計画（仮称）の策定スケジュール、概要、本文、それか

ら「ＳＯＳの出し方に関する教育」について説明していただきました。 

 それでは、今の御説明及び事前に本資料を確認していただいた上での御意見、御質問等

をいただければと思います。 

 どうぞ、お願いいたします。 

【鈴木（伸）委員】  東京労働局の鈴木でございます。 

 この案の中に職場における自殺対策の推進ということで入れていただいたことは非常に

ありがたいことかなと思っているわけでございます。それで、３７ページのこの１つ目の

「メンタルヘルス対策の推進」というところは、我々が企業に対して指導している内容だ

と思っているのですが、この自殺対策の計画自体が、そういった取組を企業に対して促す

という、ある意味、ＰＲ効果にもつながるものだと考えれば、このメンタルヘルス対策を

推進するということではなくて、もう少し具体的に、例えば、メンタル不調者に対する職
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場のケアですとか、それから、法令義務になってございますが、ストレスチェックの適切

な実施。それから、長時間労働者に対する健康確保措置などをＰＲしていく等、例示を挙

げていただければ、この大綱自体、計画自体がさらに意味のあるものになるのかなと少し

思いました。 

 それから、もう一点ですが、資料で言うとまとめの案の概要のところですが、ここで職

場における自殺対策の推進でワークライフバランスの推進と企業経営者層等に対する理解

促進という形で挙げていただいているわけでございます。前回の会議のときに申し上げま

したが、今、職場の長時間労働、過労自殺というのが大きな話題になっていますが、件数

的には全体の中から少ない関係で言うと、例示で２つだけ挙げるということであれば、む

しろ職場のメンタルヘルス対策も含んでしっかりやりましょうということがいいように思

いますし、３つ挙げていただく分には構わないのですが、そこら辺のことだけ少しお伝え

しておきたいなと思いました。 

 以上でございます。 

【大野座長】  ありがとうございます。 

 事務局から何かございますか。 

【中山課長】  貴重な御意見ありがとうございます。本文を少し調整させていただきた

いと思います。概要は、３つ入れ込めば全然問題ありませんので、そういう形で調整させ

ていただきます。御意見ありがとうございます。 

【大野座長】  ありがとうございます。労働環境に関しては、経営者の存在は非常に大

きいと思いますし、経営者にとっては、追加ですけれども、金銭的な収益も関係してくる

と思います。その辺のメンタルヘルスの問題が収益にどう影響するかという金額的なもの

も含めながら啓発をしていっていただくのも１つかなと思います。 

 あとはいかがでしょうか。いろいろございましたけれども、まだ時間がありますので、

ぜひ積極的に御意見をいただければと思います。 

 その前に私から幾つか質問があるのですけれども、キャンペーンをされるということで

すが、キャンペーンをする時期というのは、わりと自殺が多い時期と私は理解しているの

ですね。例えば、９月だとか、３月だとか。実際にこれまでキャンペーンをして減ってい

るのですか。この質問の意図は、キャンペーンをすると逆に増える可能性はないかと。「自

殺」という言葉に反応される方はいないのだろうかという疑問があって質問しているので

す。 
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【中山課長】  ありがとうございます。９月、３月は、座長のおっしゃるとおり、９月

であれば長期休み明けというのと、３月であれば４月に向けてというところで、９月、３

月に設定させていただいております。また、国の自殺対策基本法でも９月、３月を自殺の

啓発期間ということで位置づけておりますので、その期間に東京都でもキャンペーンとい

う名のもと、やらせていただいております。実際にそれをやることによって、減ったか、

増えたかというのは、正直やったから増えたのか、やったから減ったのかというのは、デ

ータ的にはなかなか難しいところがございます。ただ、私どもといたしましては、その時

期に集中的に相談期間とかを長く持ったりということで、まず、相談の窓口を広げたりと

いう取組を少しずつ毎年しているというところでございますので、それが全体的に寄与し

ていければという思いで、キャンペーンという名のもと、年に２回やらせていただいてお

ります。 

【大野座長】  ありがとうございます。私の理解では、そういうことをきっかけに、い

ろいろな仕組みを充実させていくということなのだろうと思うのです。そのときに、先ほ

ど鈴木部会長の御報告にもありましたけれども、大塚部会長もありましたかね。例えば、

「自殺」という言葉が、果たしていいのかどうかとか、私が感じたのは、私が講演をする

とき、以前、「自殺」という言葉を講演の中で使ったのですが、聴衆の方が「「自殺」とい

う言葉を使わないでほしい。それを聞くだけでつらくなる」とおっしゃったのです。それ

以来、私は使わないことにしたのです。つまり、「自ら命を絶つ」とか、そういう言い方を

するようになったのですけれども、そういう表現なども考えていただくといいのかなと思

うのと、あと、自殺された方の割合とか人数を見ますと、男性は減っているんですけれど

も、女性はあまり減っていないのです。この違いは何なんだろうという、そのあたりも、

これはわからないのですけれども、例えば、あと区市町村の違いだとか、その辺の解析も

必要かなと少し思いましたので、発言させていただきました。あとはいかがでしょうか。 

 はい、お願いいたします。 

【森委員代理（向山所長）】  代理出席で特別区の杉並保健所から来ています。区市町村

も、最近、国からプロファイリングの結果がきまして、私どもの労働部門との連携という

ことが、必要な項目の重点に入ってきていて、非常に悩ましいなということで、これは、

悩みになってしまったのもあるのですが、いろいろな地域の保健所にいますと、労働関係

の圏域と言われるものと、行政区域とマッチしないのですね。だから、産保センターと、

私たち比較的中小のメンタルヘルスとか、ヘルスの支援をされる機関なので、医師会がや
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っていらっしゃっていて非常に連携が取りやすいのですが、例えばお隣の町田市などです

と、一市一産保センター。でも、杉並はそうではないので、そこの中でなかなか接点自体

が持ちづらいということもございますので、東京産業保健総合支援センターとか、少し全

体にこういう課題ですとか、共有していただいて、私どもから必要に応じてアプローチは

していきますので、ぜひ連携の強化を東京都からも後押しをしていただきたいなというこ

とが１点ございます。 

 それから、先ほどＬＧＢＴのお話が出てほんとうにほっとしたという部分がありますが、

例えば、今、区市町村は産後うつに非常に力を入れ、保健師が妊娠届の段階で全員面接と

いうことをやってはいるのですけれども、なかなかそこから……例えば、産科医の先生方

と精神科医の先生方の日常連携というのは、まだまだです。今やっと内科医の先生と組み

始めたということがありますので、発展した連携をした後、その次のステップまで丁寧に、

それぞれの地域でできることなのか、もう少し広域の取組が必要なのかということも含め

て御検討いただければ非常にありがたいなと思います。私どもも非常に東京都の計画を期

待とか、拠り所にしているところもありますので、ぜひまたこういった中で、先ほどお話

があったようないい取組を東京都にはたくさん御紹介いただければと思っております。あ

りがとうございます。 

【大野座長】  ありがとうございます。今、幾つか御意見がございました。職域、そし

て周産期ないしは産後。あとは救急体制などもそうだと思うのですけれども、区市町村だ

けでできない、もっと連携をする必要がある部分があるように思います。今、医療の話が

出ましたけれども……平川委員。 

【平川（博）委員】  今、向山先生からお話があった産保センターですが、各地区医師

会が５０人未満の職場に対して対応しています。私も八王子市の産保センターの精神科を

とりもっておりますけれども、明らかにストレスチェック施行以来、５０人未満でやって

いないものですから、逆にそういった事業所では、去年の秋ぐらいから相談件数は増えて

います。そういう印象を持っていますし、今後も東京医師会を通じて各産保センターにも

それぞれについての実態を見てみたいと思っています。 

 もう一つ、今の産後うつを含めた産褥期の精神状態の支援について、向山先生もおっし

ゃいましたけれども、日本産婦人科医会から、精神科との連携をとりもつという仕組みが

進んでおりますので、これもそのうち結果が出るのではないかなと思っております。非常

に貴重な意見をありがとうございました。 
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【大野座長】  ありがとうございます。医療でも連携を進めていっていらっしゃるとい

うことで、鈴木委員。 

【鈴木（康）委員】  先ほどの御意見ですけれども、計画策定部会の中でも医療従事者、

精神科医がおりますので、そこからの意見として、やはり医療の中の温度差と言いますか、

それは確かにある。だからこそ、そこをどうここで乗り越えていかなければいけないので

はないかなという意見はいただいております。 

【大野座長】  ありがとうございます。あとはいかがでしょうか。事務局から何か今の

ことについてお願いいたします。 

【中山課長】  御意見ありがとうございます。先ほど向山委員から御発言いただきまし

た産保センターの話でございますが、おっしゃるとおりだと。私ども、重点施策部会をや

らせていただいているのですけれども、そちらに東京産業保健総合支援センターの副所長

にも委員に入っていただいていますので、今後、そういったところでも連携が強化できる

かなと思っております。 

 また、産後うつ予防の関係でございます。来年度からでございますけれども、東京都で

は区市町村に対する支援を、御存知かと思いますけれども３０年度からやっていく予定に

なってございますので、母子保健の観点からも含めて、そういった支援も充実させていく

予定になってございますので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

【大野座長】  ありがとうございます。特に周産期、産後に関しては、母親が孤立をす

る、妊婦が孤立をするというのが問題で、それに対して、例えば、国の研究班の動きなど

を見ますと、その中にＳＮＳだとか、アプリだとか、そういうＩＴを使うことで接点を持

ちながら、同時に人的な支援もしていくという動きも出てきております。ですから、そう

いうものも活用する方向をこれから模索していくのも必要だと思いますし、さっき講演会

の話をお聞きしていて、例えば、講演会をその講演する方が許せば、YouTubeなどで流して

聞けるようにするとか、いろいろな工夫ができるかなと思いました。あとは何か御意見ご

ざいますか。 

 はい、伊藤委員。 

【伊藤委員】  ＯＶＡの伊藤でございます。 

 計画案の細かい話ですが、３４ページの相談体制の充実のところでございます。３４ペ

ージの３８行目から３９行目に関して、「相談者が利用しやすいように電話、来所、メール
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やＳＮＳ等」という話がありますけれども、この「来所」を「対面」にしたほうがいいの

ではないかなというのが１つあります。というのは、訪問を排除してしまっていますので、

未遂者支援においては保健所、例えば、江戸川区さんとかですと訪問で支援等もしていま

すので、これに伴って４０ページも「来所」という言葉が使われていましたので、「対面」

にするほうがよろしいのではないかというのが１つ、意見でございます。 

 もう一つは、「メールやＳＮＳ等」というのがありまして、これは少し対面、電話、メー

ル、チャットというのが普遍性の高い言葉だと思うのですね。座間の事件があったのでＳ

ＮＳと入れているのは、これは残しておいていいと思うのですけれども、チャットがなぜ

入っていないのかなという違和感があったのが正直１つありました。 

 もう一つよろしいでしょうか。３４ページのその１個上のメディアのところで、２４行

から２５行に関して、ＷＨＯから手引きが出ていて、その周知に努めますという話があり

ますけれども、これを具体的にどのように周知していくのかというか、具体的な計画につ

いて、何かあるのかなというのを御質問させていただきたく思っています。 

 以上です。 

【大野座長】  ありがとうございます。 

 事務局、お願いいたします。 

【中山課長】  ありがとうございます。今、来所の対面の話はおっしゃるとおりだと思

います。直させていただきます。 

 また、チャットも検討させていただきたいと思います。 

 もう一点、メディアの件です。こちらは東京都だけというのはなかなか難しいところも

ありますので、国と連携しながら検討していきたいと考えているところでございます。 

【大野座長】  ありがとうございます。 

 大塚委員、お願いします。 

【大塚委員】  ２点です。先ほど向山委員からお話がありました産保の件ですけれども、

重点部会でいろいろ御意見が出ていた中に、中山課長も先ほどおっしゃっていただいたの

ですが、各種、法テラスさんであったり、労働系であったり、産業系であったり、医療系

であったり、いろいろなところがそれぞれ取組をしているのだけれども、それぞれがつな

がっていなくて、どこにどういう相談機関があるのかというのを、窓口の人たちが知らな

いでいてもったいないことになっているという話がありました。ですので、重点部会の報

告や今回の案の概要にも入っているかと思いますが、相談機関の周知がとても大切かなと
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思ったのが１点です。 

 それから、これは私の意見ですが、計画案の中で若年層対策の推進のところ、３６ペー

ジから３７ページなのですが、先ほど教育庁さんのお話も伺っていて思ったのですけれど

も、学校とつながっている子供たちはいいと思っているのですが、私、今、大学で担当し

ていますと、高校生、大学生で、ほんとうにさまざまな問題を抱える学生たちは、中退で

あるとか、大学でフェードアウトしていってしまうのですね。そこに至るまで随分丁寧に

面接等、いろいろ資料とか相談とか乗っているのですが、最終的に離れてしまうと、どう

にもつながらなくなってしまうのですね。その離れ方を見てみますと、精神的な不調を抱

える若者たちがいるということが１つ。これは医療との連携だと思っています。 

 もう一つは、生活困窮者問題というか、経済的な問題、この間も奨学金問題で自殺等の

話が出ていましたけれども、こういうこともあって、メーンが学校のことが並んできてい

て、最後に企業とＳＮＳのことが書いてあるのです。一方で４０ページのさまざまな悩み

のところに行くと、引きこもりとかいじめのこととか、生活困窮とか、家族もターゲット

に含めたというところが出てくるのですけれども、見せ方として、例えば、若者にも記載

があり、あとで再掲していただくと、若者の支援については教育関係だけではないのだと

いうところがわかるといいのではないかと思った次第です。 

【大野座長】  ありがとうございます。 

 事務局は何かございますか。 

【中山課長】  御意見ありがとうございます。その見せ方等、またこちらでも考えさせ

ていただきたいと思います。ありがとうございます。 

【大野座長】  はい。あとはいかがでしょうか。 

 今のことに関連して、私からまた疑問というか、御質問ですけれども、「ＳＯＳの出し方」

というと、何かＳＯＳ、人とつながることが問題解決だというようになりがちですけれど

も、大体こういう死まで考える子供さんたちというのは、相談すること自体が非常に難し

いと思うのですね。だから、相談しなくてどう対処するかという視点も配慮する必要があ

るのではないか。例えば、今、大学などでは、一人で食事をしていてもおかしくない席を

つくるとか、「ぼっち席」みたいなものができるわけですよね。一方で、そういうものを提

供しながら、だけど、相談することが大事だというと、矛盾するメッセージになってしま

うように思います。ですから、相談するのはもちろん大事ですし、その力を伸ばすことは

大事なのですけれども、それ以外の対処法、解決策をどう提示していくかというのが、ま
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ず一点だと思うのです。 

 もう一つ、これは間接的に聞いた話ですけれども、例えば、こういう子供さんに教育を

する。教育をする人のメンタルヘルスをどう考えるかという問題がありまして、精神的に

つらいときに、こういう教育をするというのは、ますます先生方がつらくなるということ

が起こり得ると思うのです。そのあたりをどのように考えて、支援していかれる予定なの

か。そのあたりも教えていただければと思います。 

【建部課長】  どうもありがとうございます。大変重要な御指摘をいただいたと思って

おります。自分から相談に行けない子供たち。実際に学校の中でも、これまでもスクール

カウンセラーを学校に配置して、相談室を設けて、まず行ける子はスクールカウンセラー

の方とお話ししていても、来た時点でこの子は解決できていますと。ここに来られない子

たち。中には相談室に入ることを周りに見られたくないというような、スクールカウンセ

ラーの問題というのは、我々は相談室をつくって、そこに子供たちが行けばと、最初は入

ったのですけれども、逆にそこでいることで入りづらい。じゃあ、このスクールカウンセ

ラーにいけない子たちは、周りの先生がどうフォローするかというところも議論をしてき

ております。今回のＳＯＳの出し方の部分を、最初に私が教員からの働きかけという例を

出させていただいたのは、まず、子供たちから行けない子というのは数多くいるだろうと。

ＳＯＳを出せない子もいるだろうと。それを周りがどうサインとして見ていくかというと

ころに、この後、教員の負担感という話もあわせてお話ししたいと思うのですが、そこは

重要だと思っておりまして、そういう意味での教員の気づきということを、特に養護教諭

であるとか、中には学校でいうと主治医さんであるとか、教員とは違うかかわりの人たち

が相談にのっていたというケースもございます。こういった、まさにオール学校として、

チーム学校として、先生のところには行けないけれども、一緒に花壇の片づけをしながら

主任さんにいろいろなことを言っていたというお子さんの声もどう拾うかとか、そういう

意味では、これは先生たちだけに向けて出すものではないのだろうとは思っておりまして、

今後、校長会等でお話しするときも、こういう視点を入れたいと思っております。 

 そして、もう一つの視点である学校の教員の負担感ということで、今、「○○教育」とい

うのが相当数増えてきておりまして、これが学校教育を、かなり先生たちを疲弊させてい

るのではないか。ある小学校の校長先生が調べたところ、２００ぐらい「○○教育」とい

うのが出てきたと。これを１つの学校でやるには、学校が飽和状態になってしまう。これ

も整理が必要なのではないかという御提言もいただいております。 
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 今回も、そういう意味では「ＳＯＳの出し方に関する教育」ということで、小学校の校

長先生ともお話ししたのですが、これも「○○教育」となってしまうといけないだろうと。

私たちは、今後、先生たちにもお話ししていることで、さっきの私の例を最初にお話しし

たのは、子供たちのサインをどう見取っていいかと悩んでいる先生方が相当いることは確

かです。次の行動にどうつなげていかなければいけないかと悩んでいる方も多い。そうい

う意味では、一人一人の先生方から見ると、それはそれで精神的な負担感になっている。

１つの形をお示しすることで、まず、自分のこういった部分は、今回の我々が出した取組

の中に全部入っているかどうかは別ですけれども、チームで学校の中で動いているという

ことを先生たちに出す。これは、逆に言うと、子供たち向けだけではなくて、先生たちに

もチームで動いているのだというメッセージをできないかということを御提案させていた

だいております。 

 また新たな事業をつけ加えていくと、それはそれで負担感になってしまうということで、

保健の授業の中には「ストレスにどう対処するか」という項目があります。ここも先生方

のやり方で、それぞれの授業をやっているのですが、１つ、今回我々が提案した事業を、

そういった事業の中に組み込んでいただくことで、今まで既存の事業を今回の部分とうま

く使っていただくことで、新たな教育を付加するものではなくて、これまでの部分の再編

成ということはできないでしょうかということで、今回、提案をさせていただいておりま

す。 

 御指摘いただいた２点は、今回、我々がこの「ＳＯＳの出し方に関する教育」を進める

に当たって、一番大きな壁でもございましたし、今の私の説明がすべての解決になってい

るものではないと思っておりますが、１つずつ課題をクリアしながら進めていければと思

っております。御指摘ありがとうございました。 

【大野座長】  ありがとうございます。いろいろ考えていただきました。 

 神山委員、お願いいたします。 

【神山委員】  医療機関の立場から。私は精神科の専門医という団体の代表でございま

すけれども、この問題は今までの議論でもかなり社会の包括的な話題を含んでいるのと、

メンタルヘルス問題というものも、ほとんど裏表の関係にあって、それでさっき大野先生

がおっしゃったように、自殺という話題から入っていくと、かえってその問題の解決を損

ねるリスクもあるということも考えあわせると、いろいろな角度から考えていく必要があ

るということがまずあります。 
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 １つ申し上げたいのが、今日の計画（案）にも、精神科医療機関というのが、あちこち

にいっぱい出てきます。ですが、この自殺対策の初期には、それはほんとうに正しかった

と思うけれども、一方でうつ病問題というのは、その後、精神疾患が国民病になり、どん

どん増えている状況があって、今、うつ病問題を一番手掛けているのは内科の先生方です。

数の上で、ですね。精神科の医療機関が専門であるということについては、もちろん、そ

れはそうなのですけれども、実態としては世の中的にはそうなっているということと、そ

れから、先ほど児童の問題がありますが、小児科の先生方ももちろん担当しておられる。

さっき職場の話もありましたけれども、産業医は７割が内科の先生です。精神科はたった

の０.５割しかいません。ですので、職場の問題で対策をするときに、産業医等、いろいろ

尽力する形のデザインが提示されていますが、そこに対しても、東京都医師会もそういう

ところで精神科医療につなぐという方針だけじゃなくて、医療機関全体がいまやうつ病問

題、もしくはこういう自殺問題、もしくはいろいろな、これに関連したメンタルヘルス問

題について対応していくということが社会的には要請されているのだろうという認識がご

ざいます。ですので、精神科の医療機関につなぐということは大事だと思いますけれども、

その背景も忘れてはいけないということ。 

 それから、もう一つ、ノウハウ的なことを申し上げますと、私どもは専門機関ですので、

実態として早期に受診していただいてと思いますけれども、現実は患者さんがあふれてい

て、なかなか早期に診られない状況で、大変ジレンマな状況にあります。少しでも早くと

は思いますけれども、お待たせしてしまうということで、その中でやっとつながったとき

に、残念ながら自殺という事例がどうしても出てしまっていまして、それに対して我々が

冷静にそれを振り返る反省材料というか、そういうことで調査はしておりまして、自殺既

遂例の調査というのを最近やっております。その中から御参考までですけれども、残念な

がらつながった後、精神科を受診して１週間、２週間という比較的短期間の間に自殺とい

う行為に走る方がおられるということがわかりました。ですので、これも先ほど大野先生

がおっしゃったように、「自殺」という言葉との関連もあるかと思いますけれども、医療機

関につなぐことも当然大事ですが、どういう切り口でつなぐかということについては、も

う少し丁寧にというか、つまり、もう少し表現を変えると、患者扱い、病人扱いする形で

受けとめちゃうと、その人は非常に反応するかもしれない。ですので、悩んでいることに

ついて相談するという、先ほどどなたかがおっしゃいましたけれども、そういうつなぎ方

もとても大事ではないかなという気がします。 
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 話はいろいろありますけれども、以上でございます。 

【大野座長】  ありがとうございます。非常に重要な視点だと思います。私も精神科医

ですけれども、「精神科に行ったら？」と言って、そのことが非常に傷になってしまうとい

うこともございます。その意味では、地域ですと保健師さんだとか、学校ですと養護教諭

の先生だとか、そういう方たちとも連携をしながら、そういう方たちの支援も受けながら

やっていけるような仕組みづくりも必要なのかなと思っております。 

 お願いいたします。 

【鈴木（康）委員】  計画策定で先ほど来、ＳＯＳ云々でずっとまとめてきた側から、

教育庁の発言が非常にありがたく、心強く思いました。ですので、ここで２つお願いがあ

るのです。 

 １つは、さっき座長もおっしゃいましたけれども、ケアラーのケアをどうするのかとい

ったときに、例えば、授業案が出ていますよね。これは実際に先生が経験されているかど

うか。実際に自分が子供になって、だれか担任役になってみて、そのときにどういう自分

の心の揺れが起きるのかあたりを確認されることが必要かなと思いました。 

 それともう一点ですけれども、例えば、クラスの中に遺児の子がいたときに、その子に

対するケアを無視してはいけないと私は思っています。私が遺児支援ということで動いて

きた立場から言いますと、学校で命が大切であると声高に叫ばれてしまったときに、もう

居場所がない。それはレアケースではないと思うのです。そういう一人一人を大切にする

ことが自殺対策の根本だと思いますので、ぜひその辺に対する配慮等も、もちろんお考え

いただいているとは思いますけれども、さらにお願いしたいなと思いました。 

【大野座長】  ありがとうございました。非常に重要な御指摘だと思います。 

 何かございますか。 

【建部課長】  ありがとうございます。今日はほんとうに勉強させていただいておりま

す。授業案につきましても、これが形骸化してはいけないと思いますし、今後こういった

ものをもとに教職員研修センターで研修を行ってまいります。逆に、今のお話をいただい

て、例えば、生徒役で教師が聞く側に回るとか、そういった工夫もできるかなと思いなが

ら、今、聞かせていただきました。それを繰り返す、単にこの指導をやってくださいとい

うだけではなくて、受けた側がどう思うかとか、そういった研修の工夫も少しこれから考

えていければと思っております。 

 それと遺児の子供がいた場合に、特にお父さん、お母さんが自ら命を絶たれるというケ
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ースがあって、自殺が間違っているというメッセージになってしまったときに、この子の

置かれている状況は相当厳しいものが出てくるだろうということで、各学校では自分のク

ラスの子供たちが、家庭事情がどうかというのはある程度把握しておりまして、例えば、

父の日とか母の日の配慮があるのですけれども、今回の自殺に関わっての部分というのが

どこまで情報が持てるかということは重要な課題だと思っております。そういった意味で

は、授業のときにそういったお子さんがいる場合の配慮をどうするかとか、これも我々で

少し検討させていただいて、学校に投げかけるときにこういった配慮ができるということ

も含めて、言葉の使い方も含めて、提供していきたいと思っております。御指摘ありがと

うございました。 

【大野座長】  ありがとうございます。あとはいかがでしょうか。 

 非常に多くの御意見をいただいて、また、これから、事務局でもまとめて役に立てるよ

うにさせていただきたいと思います。この話を聞きながら、いろいろな相談の形があるの

だなと、いろいろな機関もあるのだなと思ったのですけれども、これはゲートキーパーを

される方がそれだけ頭に入っているかというと、これもまた難しいように思うのですね。

ですから、ある区の会議で言ったのですけれども、何か悩みがあるときにそれを打ち込む

と、こんなところがあるというのをＡＩで何か仕分けして提供できるようなものができる

といいのではないかなと思ったりしておりました。 

 伊藤委員、何かありますか。 

【伊藤委員】  自殺リスクが高い人を特定するような方法が２つほどありまして、人工

知能と、私たちがやっている広告のテクノロジーですね。自殺方法とかを比べると、Google

さんとかで広告が表示されるとか、Twitterもそういうことができます。自殺方法とか募集

とか、調べている人に広告を出すという方法。今、大野先生がおっしゃっていた人工知能

の取組も、私が知っている限り２つございます。Facebookさんが自殺に関するようなコメ

ントとかをしているユーザーあるいは、それに対する「大丈夫ですか？」などという返信

を解析して、その本人に「こういう相談窓口がありますよ」ということを表示させるよう

なことをFacebookさんがやっております。 

 あとLITALICOさんという、障害者に対して就労の支援をしている会社さんがあるのです

けれども、そこが相談員の記録を人工知能に読み込ませて、自殺リスクが高い人をスコア

リングして、それぞれ事業所に通達する。「スコアが５ですよ」「リスクが高いですよ」。そ

こで相談員が「もしかして死にたいと思っていますか」とか聞くと、「はい」とか答える。
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こういう形で、今後、テクノロジーが進化していきますと、よりハイリスクな人たちが特

定できてきますので、当然、そこの対処する側の受け皿の育成もより専門的な知識も必要

になってくるのかなと思っております。 

 以上です。 

【大野座長】  ありがとうございます。いろいろな可能性があると思います。あとはい

かがでしょうか。よろしいですか。 

 それでは、次の次第に移りたいと思います。次第の３、その他でございます。事務局か

ら追加事項はございますか。 

【中山課長】  ありがとうございます。本日は机上にチラシを２枚ほどオレンジ色のも

のと緑色のものを配布させていただきました。３月に東京都で実施するものでございます。

オレンジ色のものがキャンペーンのものでございまして、緑色のものが３月１４日に筑波

大学の斎藤先生をお迎えいたしまして、『引きこもりと自殺 いかに対話するか』といった

講演会を開催させていただきます。場所は東京都議会議事堂の１階の都民ホールでござい

ます。 

 また、東京キャンペーンの裏にも特別電話相談の一覧がございますけれども、各団体の

皆様にも御協力いただいております。この場を借りて改めて感謝申し上げます。ありがと

うございます。 

 私からは以上でございます。 

【大野座長】  ありがとうございました。 

 それでは、予定しました議事が終わりました。これで終了させていただきたいと思いま

すけれども、最後に会議全体を通しまして、委員の皆様から何か御発言ございますか。特

によろしいでしょうか。 

 今日は活発な御議論、どうもありがとうございました。 

 それでは、最後に事務局から今後のスケジュール等について御説明をお願いいたします。 

【中山課長】  ありがとうございます。本日は多くの貴重な御意見、私も勉強になりま

した。ありがとうございました。 

 今後のスケジュールについてですが、今年度の東京会議は、本日第２回をもちまして終

了となります。また、今日御議論いただきました計画の案については、皆様からいただい

た御意見等を踏まえて確定したいと考えております。 

 また、本日かなりボリュームもありましたので、いただけなかった御意見もあろうかと



 -34- 

思います。後ほど委員の皆様方には御連絡させていただきます。また追加の御意見があれ

ばと思ってございます。その追加の御意見も含めまして、いただいた御意見等については、

事務局、私どもと大野座長、また、部会長である鈴木委員と調整させていただきまして、

計画の案として確定させていきたいと思います。その後、先ほども申し上げました３月中

旬からパブリックコメントを約１カ月間させていただく予定でおります。パブコメの内容

も踏まえまして、５月にはまたこの東京会議を開催したいと考えておりますので、皆様お

忙しいところ、大変恐縮でございますが、御出席いただけますようお願い申し上げます。 

 最後に、本日配布いたしました資料がお荷物になる場合には、席に残していただければ、

後ほど事務局から郵送いたします。 

 また、机上配布資料といたしました緑のファイルでございますけれども、そちらはその

まま机上に残していただければと思います。 

 ３点目でございますが、お車でお越しの方は事務局で駐車券を御用意しておりますので、

事務局にお申しつけいただければと思います。 

 長時間ありがとうございました。事務局からは以上です。 

【大野座長】  ありがとうございました。 

 本日は長時間にわたりまして熱心に御討議いただきまして、まことにありがとうござい

ました。 

 それでは、これにて平成２９年度第２回自殺総合対策東京会議を閉会といたします。あ

りがとうございました。 

 

── 了 ── 

 

 


